
平成 16年 5月期   個別中間財務諸表の概要 平成 16年 1月 29日

上   場   会   社   名 　　　三協・立山ホールディングス株式会社 上場取引所東 大 名

コード番号      3432 　　　　(三協アルミニウム工業株式会社分) 本社所在都道府県

（ＵＲＬ http://www.sthdg.co.jp/） 富山県

代　　　表　　　者    役職名 代表取締役社長

　　　　　　 　　　　 　 氏　 名　要明　英雄

問合せ先  責任者  役職名経理部部長

　　　　　　 　　　　 　 氏　 名　大原　達夫 TEL (0766) 20 - 2122
中間決算取締役会開催日　　平成 16年 1月 29日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　    　平成 16年　2月　16日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 15年 11月中間期の業績（平成 15年 6月 1日 ～ 平成 15年 11月 30日）
(1)経営成績

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 11月中間期 91,481 △ 2.2 4,894 △ 3.3 4,337 3.0
14年 11月中間期 93,531 7.9 5,064 - 4,211 -
15年 5月期 191,985 5.6 10,846 - 9,148 -

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

15年 11月中間期 7,352 253.1 26.90
14年 11月中間期 2,082 327.5 7.46
15年 5月期 4,400 - 16.05
(注)①期中平均株式数    15年 11月中間期     273,258,485株   14年 11月中間期     278,991,987株   15年 5月期    274,126,575株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

１株当たり １株当たり

中間配当金 年間配当金

円　銭 円　銭

15年 11月中間期 2.50 －
14年 11月中間期 － －
15年 5月期 － 2.50

(3)財政状態
       　総  資  産 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 11月中間期 190,575 60,605 31.8 221.94
14年 11月中間期 200,060 48,302 24.1 181.12
15年 5月期 189,439 52,472 27.7
(注)①期末発行済株式数　15年 11月中間期 　    273,357,485株　14年 11月中間期 　    281,645,171株　15年 5月期 　  273,357,759株

 　 ②期末自己株式数　　15年 11月中間期 　    　　288,485株　14年 11月中間期 　     14,954,074株　15年 5月期 　     　11,615株

２. 16年 5月期の業績予想（ 平成 15年 6月  1日  ～  平成 16年  5月 31日 ）
三協・立山ホールディングス株式会社の「平成16年 5月期連結業績予想の修正及び配当予想について」を参照願います。

株  主  資　本



（１）比較貸借対照表
      (単位：百万円）

            期  別

科  目 金       額 構成比 金       額 構成比 金       額 構成比

％ ％ ％

【 資 産 の 部 】

Ⅰ．流  動  資  産 96,026 50.4 101,422 50.7 91,468 48.3

現 金 及 び 預 金 10,220 8,645 12,300
受 取 手 形 42,917 46,584 40,829
売 掛 金 28,213 28,555 26,670
有 価 証 券 0 52 0
商 品 1,292 1,450 1,447
製 品 1,328 1,361 1,469
原 材 料 3,455 3,292 3,531
仕 掛 品 13,087 14,175 8,843
貯 蔵 品 283 440 297
前 払 費 用 98 65 57
未 収 入 金 531 1,285 1,195
その他の流動資産 526 1,031 824
貸 倒 引 当 金 △ 5,929 △ 5,519 △ 5,998

Ⅱ．固 定 資 産 94,548 49.6 98,638 49.3 97,970 51.7

１．有形固定資産 68,989 36.2 76,592 38.3 73,368 38.7
建 物 23,721 28,154 26,658
構 築 物 1,332 1,472 1,376
機 械 及 び 装 置 6,583 7,671 7,111
車 両 及 び 運 搬 具 13 16 14
工具器具及び備品 1,946 1,974 1,909
土 地 35,380 37,296 36,295
建 設 仮 勘 定 11 6 3

２．無形固定資産 274 0.1 332 0.2 293  0.2
借 地 権 96 96 96
ソ フ ト ウ ェ ア 86 120 99
その他の無形固定資産 91 115 97

３．投資その他の資産 25,284 13.2 21,713 10.8 24,308 12.7
投 資 有 価 証 券 11,699 11,846 10,357
子 会 社 株 式 6,947 3,740 7,046
出 資 金 11 11 11
長 期 貸 付 金 3,079 2,796 3,125
従業員長期貸付金 439 527 487
破産、更生債権等 4,678 4,356 4,872
長 期 前 払 費 用 64 97 82
敷 金 1,479 1,440 1,440
そ の 他 の 投 資 1,401 1,797 1,612

貸 倒 引 当 金 △ 4,517 △ 4,900 △ 4,728

資 産 合 計 190,575 100.0 200,060 100.0 189,439 100.0
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中 間 財 務 諸 表 等

    前         期
  平成15年 5月31日現在

  前   中   間   期
  平成14年11月30日現在

  当   中   間   期
  平成15年11月30日現在



            期 別

科  目 金       額 構成比 金       額 構成比 金       額 構成比

％ ％ ％
【 負 債 の 部 】

Ⅰ．流  動  負  債 102,888 54.0 109,662 54.8 99,778 52.7

支 払 手 形 22,850 22,617 21,336
買 掛 金 23,397 23,562 22,475
短 期 借 入 金 19,775 24,450 21,745

一年以内に返済予定
の 長 期 借 入 金

18,106 19,925 19,867

未 払 金 4,307 4,451 4,393
未 払 法 人 税 等 54 60 97
未 払 消 費 税 等 587 724 1,143
未 払 費 用 3,421 2,376 2,999
前 受 金 9,683 10,715 5,056
預 り 金 327 405 403
設 備 支 払 手 形 237 173 79
その他の流動負債 140 199 179

Ⅱ．固 定 負 債 27,080 14.2 42,096   21.1 37,188 19.6
長 期 借 入 金 21,282 32,641 26,512
繰 延 税 金 負 債 664

再評価に係る繰延税金負債 2,464 2,544 2,259

退 職 給 付 引 当 金 1,987 6,173 7,784
役員退職給与引当金 366 284 348
その他の固定負債 315 451 284

負  債  合  計 129,969 68.2 151,758 75.9 136,966 72.3

【 資  本  の 部 】

Ⅰ資 本 金 28,399 14.9 28,399 14.2 28,399 15.0

Ⅱ 資 本 剰 余 金 13,002 6.8 12,861 6.4 － －

資 本 準 備 金 8,997 7,861 8,997 4.7

その他資本剰余金 4,004 5,000 4,004 2.1

Ⅲ 利 益 剰 余 金 14,693 7.7 5,712 2.9 8,326 －

中間(当期)未処分利益 14,693 5,712 8,326 －

Ⅳ 土地再評価差額金 3,629 1.9 3,551 1.8 3,327 1.8

Ⅴ その他有価証券評価差額金 978 0.5 △ 916 △  0.5 △ 581 △  0.0

Ⅵ 自 己 株 式 △ 97 △  0.0 △ 1,305 △  0.7 △ 1 △  0.0

資 本 合 計 60,605 31.8 48,302 24.1 52,472 27.7

負債及び資本合計 190,575  100.0 200,060  100.0 189,439 100.0
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    前         期
  平成15年 5月31日現在

   前   中   間   期
  平成14年11月30日現在

   当   中   間   期
  平成15年11月30日現在



（２）比較損益計算書
      (単位：百万円）

            期 別

科  目 金       額 百分比 金       額 百分比 金       額 百分比

【 経常損益の部 】 ％ ％ ％

営 業 損 益 の 部

売 上 高 91,481  100.0 93,531  100.0 191,985 100.0

売 上 原 価 68,326    74.7 69,893    74.7 144,174 75.1
販売費及び一般管理費 18,260   19.9 18,574   19.9 36,964 19.3
営 業 利 益 4,894     5.4 5,064     5.4 10,846 5.6
営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益 628     0.7 669     0.7 1,487 0.8
受 取 利 息 56 50 83
受 取 配 当 金 59 65 93
保険配当金等収入 － － 144
そ の 他 512 553 1,165

営 業 外 費 用 1,185 1.4 1,522     1.6 3,185 1.7
支 払 利 息 636 817 1,588
売 上 割 引 220 195 409
そ の 他 328 509 1,187
経  常  利  益 4,337 4.7 4,211     4.5 9,148 4.8

【 特別損益の部 】
特  別  利  益 7,178 7.8 81     0.1 203 0.1
固 定 資 産 売 却 益 4 31 32
投資有価証券売却益 655 49 89
厚生年金基金代行部分返上

益 6,519 － －

信 託 財 産 売 却 益 － － 81
特  別  損  失 3,904 4.2 2,308     2.5 5,202 2.7
固 定 資 産 除 却 損 358 138 258
固 定 資 産 売 却 損 273 371 1,157
投資有価証券評価損 243 1,068 2,095
固 定 資 産 評 価 損 2,542 － －
貸倒引当金繰入損 480 712 1,083
そ の 他 5 18 605
税引前中間(当期)純利益 7,611 8.3 1,984     2.1 4,149 2.2
法人税､住民税及び事業税 54     0.1 50     0.1 110 0.1
法 人 税 等 調 整 額 204 0.2 △ 147  △ 0.2 △ 360  △ 0.2
中間(当期)純利益 7,352 8.0 2,082     2.2 4,400 2.3
前 期 繰 越 利 益 7,643 8.4 3,064     3.3 3,064 2
土地再評価差額金取崩額 △ 301  △ 0.3 206     0.2 502 0.3
利 益 準 備 金 取 崩 額 － － 359     0.4 359 0.2
中間(当期)未処分利益 14,693 5,712 8,326

  至 平成14年11月30日
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前        期

  至 平成15年 5月31日

前  中  間  期当  中  間  期

  至 平成15年11月30日
  自 平成15年 6月 1日   自 平成14年 6月 1日  自 平成14年 6月 1日
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【中間財務諸表作成の基本となる重要な事項】 

１．資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

      ① 子会社株式及び関連会社株式        移動平均法による原価法によっております。 
      ② その他有価証券 
         ｲ）時価のあるもの               中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。 
                        （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は 
                      移動平均法により算定しております。） 
                                            
        ﾛ）時価のないもの                  移動平均法による原価法によっております。 
    (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法    
        移動平均法による原価法によっております。      
２．固定資産の減価償却の方法                                                        

(1) 有形固定資産                 定率法によっております。 
                                          ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物 
                                      附属設備を除く)については、定額法を採用しております｡     
    (2) 無形固定資産                     定額法によっております。 
                                          ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内にお 
                                          ける利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用してお 
                                          ります。                                
３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金                    債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収の可能性を検討し回収不能見込額を計上して

おります。 
    (2) 退職給付引当金                従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における 
                                          退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期 
                                          末において発生していると認められる額を計上しており 
                                          ます。 
                     なお、会計基準変更時差異については、15 年による按分

額を費用処理しております。 
    (3) 役員退職給与引当金              役員への退職慰労金の支払に充てるため、内規に基づく 
                                          中間期末要支給額を計上しております。 
４．リース取引の処理方法                                              
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。    
５．消費税等の会計処理              
税抜方式によっております。 

 

《 追 加 情 報 》 

 当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成 15 年 6 月 1 日付

で厚生労働大臣から将来分支給義務免除の許可を受けました。 

 これに伴い、当社は、「退職給付会計に関する実務指針(中間報告)」(日本公認会計士協会会計制度委員

会報告第 13 号)第 47-2 項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債

務と返還相当額の年金資産を消滅したものとみなして処理しております。当該処理に伴い、特別利益として６,

５１９百万円計上しております。 

 なお、当事業年度末における返還相当額は２１，１２６百万円であります。        



 

 

 

【貸借対照表および損益計算書の注記】 
                                    （当中間期）          （前中間期）          （前     期） 

 １ ．有形固定資産の減価償却累計額                   １２０，２２６百万円       １２０，３８６百万円        １２０，７４５百万円 

 

 ２ ．保 証 債 務                     ３，６６７百万円         4，１６５百万円          ３，８５２百万円 

 

 ３ ．担 保 提 供 資 産                    ３９，１５０百万円         ６５，２３２百万円        ５６，６４８百万円 

    （担保提供の原因となっている債務）                 （２７，７０２百万円）   （５７，７４１百万円）     （４９，３６２百万円） 

 

 ４ ．子会社に対する短期金銭債権                   １２，９３７百万円            ９，３７０百万円         １２ ，０１３百万円 
    子会社に対する短期金銭債務                   １０，６２２百万円        ７，１４７百万円           １０，４９４百万円 
    子会社に対する長期金銭債権                     ２，２４７百万円           １，８１３百万円           ２，４０３百万円 

    子会社に対する長期金銭債務                             ７百万円                     ７百万円                   ７百万円 
 

 ５ ．自 己 株 式                     ２８８，４８５株     １４，９５４，０７４株            １１，６１５株 

 

 ６ ．子 会 社 と の 取 引 高                 

    売 上 高                    １１，６１３百万円           ８，５５０百万円         １９，２２４百万円 

    仕 入 高                     ８，９９９百万円           ８，４６６百万円     ２０，８５８百万円 

 

 ７．期末日満期手形 

   期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。 

   なお、中間期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。 

   受 取 手 形                   ２，６９１百万円     ３，２６３百万円     ２，６０８百万円 

     支 払 手 形                      ３1２百万円       ３０２百万円       ２９８百万円 

 

【 リ ー ス 取 引 関 係 】 

 

１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および中間期末残高相当額 

                                          （ 当 中 間 期 ）      （ 前年中間期 ）     （  前     期  ） 

         取 得 価 額 相 当 額        4,277百万円      5,473百万円   5,198百万円 
         減価償却累計額相当額        2,367百万円     3,500百万円                 3,194百万円 
         中間期末残高相当額        1,909百万円     1,972百万円        2,004百万円 
  

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額      （ 当 中 間 期 ）      （ 前年中間期 ）     （  前     期  ） 

                   １ 年 以 内                       750百万円     1,011百万円     828百万円 
                   １ 年 超                         1,158 百万円        961百万円    1,175百万円     

                （ 合 計 ）                   1,909 百万円        1,972百万円    2,004百万円  
         なお、取得価額相当額および未経過リース料中間期末残高相当額は、有形固定資産の中間期末残高等 

       に占める割合が低いため、「支払利子込み法」により算出しております。 

 

(3) 支払リース料および減価償却費相当額    （ 当 中 間 期 ）      （ 前年中間期 ）    （  前     期  ） 

                 支 払 リ ー ス 料        440百万円        687百万円    1,352百万円 
                 減価償却費相当額         440 百万円        687百万円    1,352百万円 
    

  (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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 ２．オペレーティング・リース取引 

               未 経 過 リ ー ス 料         （ 当 中 間 期 ）      （ 前年中間期 ）    （  前     期  ） 

                   １ 年 以 内            －          0百万円             － 
                   １ 年 超                           －           －             －  

               （ 合 計 ）                          －           0百万円                 － 

 

 

【 有 価 証 券  関 係 】 

 

 子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはありません。 
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